
意見案第１号 

所有者不明の土地利用を求める意見書 

（原案可決） 

平成２８年度の地籍調査において不動産登記簿上で所有者の所在が確認できない土地の 

割合は、約２０％に上ることが明らかにされた。また、国土計画協会・所有者不明土地問 

題研究会は、２０４０年にはほぼ北海道の面積に相当する（約７２０万ヘクタール）所有 

者不明土地が発生すると予想している。 

現行の対応策には、土地収用法における不明裁決制度の対応があり、所有者の氏名・住 

所を調べても分からなければ調査内容を記載した書類を添付するだけで収用裁決を申請で 

きるが、探索など手続きに多大な時間と労力が必要となっている。 

また、民法上の不在者財産管理制度もあるが、地方自治体がどのような場合に申し立て 

ができるかが不明確な上、不在者１人につき管理人１人を選任するため、不在者が多数に 

上ると手続きに多大な時間と労力が掛かる。 

所有者不明土地の利用に明示的な反対者がいないにもかかわらず、利用するために多大 

な時間とコストを要している現状に対し、所有者の探索の円滑化と所有者不明土地の利用 

促進を図るための制度を構築すべきである。 

記 

１．所有者不明土地の発生を予防する仕組みを整備すること。 

２．土地所有権の放棄の可否や土地の管理責任のあり方等、土地所有のあり方の見直しを 

行うこと。 

３．合理的な探索の範囲や有益な所有者情報へのアクセスなど、所有者の探索の合理化を 

図ること。 

４．所有者不明土地の収用手続の合理化や円滑化を図ること。 

５．収用の対象とならない所有者不明土地の公共的事業の利用を促進すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

平成３０年３月２６日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、国土交通大臣 

法務大臣、農林水産大臣、総務大臣 宛各通 



意見案第２号

地方公務員法及び地方自治法の一部改正における新たな一般職非常勤職員の 

処遇改善と雇用安定に関する意見書

（原案可決） 

２０１６年に実施した総務省調査によると、自治体で働く臨時・非常勤職員は全国で約６４万人

とされ、いまや自治体職員の３人に１人が臨時・非常勤職員です。職種は行政事務職のほか保育

士、学童指導員、学校給食調理員、看護師、医療技術者、各種相談員、図書館職員、公民館職員、

学校教育など多岐にわたっています。また、その多くの職員が、恒常的業務に就いており、地方行

政の重要な担い手となっています。 

２０１７年５月１１日、地方公務員法及び地方自治法の一部改正法が成立しました。新たな一般

職非常勤職員である「会計年度任用職員」は、非常勤職員を法的に位置づけるとともに、職務給の

原則に基づき、常勤職員との均等待遇を求めています。 

各自治体においては、２０２０年４月の法施行に向けて、任用実態の調査、把握、関係条例規則

等の制定、新たな予算の確保を行う必要がありますが、まだ先という捉えから未着手の自治体も多

くあり、準備不足が懸念されます。 

つきましては、行政サービスの質の確保と、臨時・非常勤職員の待遇改善、雇用安定の観点か

ら、次のことが措置されるよう強く要望いたします。 

記

１．地方公務員法及び地方自治法の一部改正について、改めて制度変更について各自治体に対し周

知徹底するとともに、実態の把握に向けて必要な調査等を行うこと。 

２．新たな一般職非常勤職員制度によって必要となる財源については、地方財政計画に反映させる

など、その確保を確実に行うこと。その際、自治体が運営する地方 

公営企業や地方独立行政法人に雇用される職員もその対象とすること。 

３．一般職非常勤職員への移行にあたっては、現に任用されている臨時・非常勤等職員の雇用確保

及び労働条件を維持するよう、各自治体に対し適切な助言を行うこと。また、人材確保及び雇

用の安定の観点から、引き続き検討を行うこと。 

４．非正規労働者の格差是正を求める「同一労働同一賃金」の法改正の動向を踏まえ、パートタイ

ム労働法の趣旨を一般職非常勤職員に適用させるよう、更なる地方自治法の改正を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。

平成３０年３月２６日

北海道恵庭市議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官 

総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣  宛各通



意見案第３号 

バリアフリー法の改正及びその円滑な施行を求める意見書 

（原案可決） 

新バリアフリー法施行から１０年以上が経過し、バリアフリー化は一定程度進展を見せている。 

しかしながら、急速に地域の人口減少・少子高齢化が進む中で、地域の一体的バリアフリー化

のニーズはますます高まっているにも関わらず、全国の市町村においては様々な事情から基本構

想等の作成が進まない地域もある。 

また、公共交通事業者の既存施設のバリアフリー化や接遇のあり方について一層の向上が急

務となっている。 

２０２０年には、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催され、これを契機とした共生社 

会の実現をレガシーとすべく、また、政府の一億総活躍社会の実現を具体化するため、東京のみ

ならず全国各地の一層のバリアフリー化が進められる必要がある。そのためには、バリアフリー法

を改正し、制度面から地域の抱える課題の解決を目指すことが不可欠である。 

政府は、平成２９年２月に関係閣僚会議において決定された「ユニバーサルデザイン２０２０行

動計画」に基づき、同法の改正を含むバリアフリー施策の見直しを進めていると聞く。 

こうした状況を踏まえ、政府におかれては、全国各地のバリアフリー水準の底上げに向けて、同 

法の改正及びその円滑な施行を確実に実施するよう、また、その際には下記について措置するよ

う求めるものである。 

記 

１．地域の面的・一体的なバリアフリー化を進めるため、バリアフリー法の基本構想制度の見直 

しも含めた新たな仕組みについて検討すること。 

２．公共交通事業者がハード・ソフトー体的な取組を計画的に進める枠組みについて検討するこ 

と。 

３．バリアフリー施策を進める際には、高齢者、障がい者等の意見を聞くような仕組みを検討す 

ること。併せて、バリアフリーの促進に関する国民の理解を深めるとともに、その協力を求め 

るよう国として教育活動、広報活動等に努めること。 

４．バリアフリー法改正後速やかな施行を行う観点から、改正内容について、十分に周知を行う 

こと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

平成３０年３月２６日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、国土交通大臣  宛各通 



意見案第４号 

洪水回避等を目的とした流量確保のための中小河川の河道掘削の予算の確保を求める意見書 

（原案可決） 

 一昨年８月の北海道・東北豪雨や、昨年７月の九州北部豪雨など、近年、地方における中小河川の被害

として、土砂の流出による河床上昇や流木等による橋梁での河道埋塞が発生しており、まさしく河床が上が

っていることが洪水発生の一つの原因となっている。 

しかし、これまでの都道府県及び市町村が管理する河川の流量確保のための河道掘削については、維

持補修の範囲として、各々の単費予算で行われており、遅々として進んでいないのが実情であった。 

そのような中、国土交通省は、今回、中小河川の豪雨対策を強化するため、全国の中小河川の緊急点検

の結果を踏まえた「中小河川緊急治水対策プロジェクト」を取りまとめ、中小河川の河道掘削についても再

度の氾濫防止対策の一つとして緊急対策プロジェクトに盛り込んだ。 

しかし、この緊急治水対策プロジェクトは、概ね３か年の時限的措置であり、河道掘削の対策箇所につい

ても「重要水防区間のうち、近年、洪水により被災した履歴がある区間」と限られている。 

よって政府においては、今回の緊急治水対策プロジェクトが、中小河川を管理する地方自治体にとって

真に活用しやすい施策となるよう、下記の事項について取り組むことを強く求める。 

記

１．河道掘削を含む「中小河川緊急治水対策プロジェクト」については、平成２９年度補正予算で約１，３００

億円が盛り込まれているが、次年度以降についても、地方自治体の要望を踏まえ、十分な予算を確保す

ること。 

２．「中小河川緊急対策プロジェクト」では、河道掘削の対策箇所を「重要水防区間のうち、近年、洪水により

被災した履歴があり、再度の氾濫により多数の家屋や重要な施設の浸水被害が想定される区間」と限定

しているが、今後は、中小河川を管理する地方自治体がより柔軟な対応ができるよう、対策箇所の拡大も

含め検討すること。また、国直轄河川の河道掘削についても、周辺自治体の要望を踏まえ、必要な対策

を行うこと。 

３．今回の「中小河川緊急対策プロジェクト」は、概ね３か年の時限的措置であるが、「防災・安全交付金」を

活用した中小河川の河道掘削については、恒久的な制度となるよう検討すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出します。 

平成３０年３月２６日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、国土交通大臣  宛各通 


